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３．事業の実施状況 

 
平成27年度富山県計画に規定した事業について、平成27年度終了時における事業の実施状

況を記載。 

 

事業の区分 １．医療機能の分化・連携に関する事業 

事業名 【NO.1】ＩＣＴを活用した地域医療ネット

ワーク基盤の整備事業 

（医療・介護連携ツール導入運用事業） 

【総事業費】 

0千円 

事業の対象となる区域 富山圏 

事業の実施主体 富山市医師会 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

在宅療養を行う患者や介護家族等の安心を支える在宅医療

の充実には、医療と介護の情報共有を可能とする体制構築

が必要。 

アウトカム指標：ＩＣＴを活用した医療と介護の情報連携

体制の構築 

事業の内容（当初計画） 富山医療圏で既に整備されている、病院・診療所を結ぶ「診

療情報共有システム（たてやまネット）」に、新たに富山市

内の地域包括支援センター、居宅介護支援事業所及び行政

（富山市）を加えるとともに、要介護認定に係る介護情報

を共有するためのシステム改修を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

診療情報共有システムに参加した介護関係の施設数：地域

包括支援センター 32ヶ所、居宅介護支援事業所 134ヶ所 

アウトプット指標（達成

値） 

診療情報共有システムに参加した介護関係の施設数：地域

包括支援センター ０ヶ所、居宅介護支援事業所 ０ヶ所 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：ＩＣＴを活用した

医療と介護の情報連携体制の構築 

（１）事業の有効性 

 

（２）事業の効率性 

 

その他 平成 27年度実績なし 
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事業の区分 １．医療機能の分化・連携に関する事業 

事業名 【NO.2】病床の機能分化・連携を推進する

ための基盤整備 

（地域包括ケア病床転換支援事業） 

【総事業費】 

0千円 

事業の対象となる区域 県全体 

事業の実施主体 病院 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

富山県においては、回復期機能病床が不足していることか

ら、病床の確保が必要。 

アウトカム指標：回復期機能病床の確保 

事業の内容（当初計画） 

 

 

富山県において必要とされる回復期医療を確保するため、

回復期機能病床（回復期リハビリテーション病床及び地域

包括ケア病床）の増床を図る。昨今の在宅医療の進展を受

け、県内の医療現場においても回復期機能病床への転換を

希望する病院が増加しており、円滑な転換を支援する必要

がある。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

回復期機能病床への転換：360床 

アウトプット指標（達成

値） 

回復期機能病床への転換：未実施 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：回復期機能病床の

確保（360床） 

（１）事業の有効性 

 

（２）事業の効率性 

 

その他 平成 27年度は未実施 
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事業の区分 １．医療機能の分化・連携に関する事業 

事業名 【NO.3】病床の機能分化・連携を推進する

ための基盤整備 

（緩和ケア病床転換支援事業） 

【総事業費】 

0千円 

事業の対象となる区域 県全体 

事業の実施主体 病院 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

富山県においては、回復期機能病床が不足していることか

ら、病床の確保が必要。 

アウトカム指標：回復期機能病床の確保 

事業の内容（当初計画） 富山県のがん診療連携拠点病院を対象に、がん医療の適切

な機能の分化・連携を推進するため、不足している緩和ケ

ア病床を確保することを目的として、一般病床から緩和ケ

ア病床への転換に対して、転換経費の一部を補助するもの。 

現在、富山県には緩和ケア病床が計 61 床（富山 45 床、高

岡８床、砺波８床）整備されているが、富山医療圏に偏在

し、新川医療圏には未整備であることから、全県的な体制

整備を推進することを目的とする。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

緩和ケア病床への転換：回復期機能病床への転換 360 床の

内数 

アウトプット指標（達成

値） 

緩和ケア病床への転換：未実施 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：回復期機能病床の

確保（360床） 

（１）事業の有効性 

 

（２）事業の効率性 

 

その他 平成 27年度は未実施 
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事業の区分 １．医療機能の分化・連携に関する事業 

事業名 【NO.4】病床の機能分化・連携を推進する

ための基盤整備 

(医療・健診データ等検討分析事業) 

【総事業費】 

0千円 

事業の対象となる区域 県全体 

事業の実施主体 富山県 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢化や平均寿命が延伸する中、医療費や介護給付費の増

加等の問題が生じており、予防を中心とした健康寿命の延

伸や、医療・介護の連携などが必要 

アウトカム指標：医療提供体制・医療費の適正化等 

事業の内容（当初計画） 県内医療保険者等が保有する健診・医療・介護情報等を

データベース化し、分析することにより、実効性のある地

域医療体制となるよう施策に反映させるとともに、医療費

の適正化や医療と介護の連携による地域包括ケアの推進及

び予防を中心とした県民の健康づくりの推進を図る。 

①病床機能別の医療の実態や、日常生活圏域毎の受療動向

を把握し、医療機関と共有することにより、医療機関によ

る自主的な医療機能の分化や連携を推進し、在宅医療を含

めた適正な医療提供体制を目指す。②被保険者の重複受診

や医療機関の後発医薬品の使用状況等を把握するほか、特

定健診・保健指導情報を突合し、被保険者の健康行動（健

診結果に基づく医療機関受診や、治療の継続の有無等）の

実態を把握し、医療保険者や医療機関への情報提供により

医療費適正化を推進する。③要介護者の介護情報と過去の

健診情報や医療レセプトを連結し分析することで、効果

的・効率的な介護予防施策や介護と医療の連携を検討する

等地域包括ケアの推進を図る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

システムの構築・運用（年数回のデータ更新や評価） 

アウトプット指標（達成

値） 

未実施 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：医療提供体制・医

療費の適正化等 

（１）事業の有効性 

（２）事業の効率性 

その他 平成 27年度は未実施（平成 28年度に繰越） 
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事業の区分 １．医療機能の分化・連携に関する事業 

事業名 【NO.5】病床の機能分化・連携を推進する

ための基盤整備 

（回復期機能病床確保事業） 

【総事業費】 

0千円 

事業の対象となる区域 県全体 

事業の実施主体 病院 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

富山県においては、回復期機能病床が不足していることか

ら、病床の確保が必要。 

アウトカム指標：回復期機能病床の確保 

事業の内容（当初計画） 今後、富山県において必要とされる回復期医療を確保す

るため、回復期機能病床の増床を図る（不足する 2,092 床

を 10ヵ年で整備）。 

昨今の在宅医療の進展を受け、県内の医療現場において

も回復期機能病床への転換を希望する病院が増加してお

り、円滑な転換を支援する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

回復期機能病床への転換：360床 

アウトプット指標（達成

値） 

回復期機能病床への転換：未実施 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：回復期機能病床の

確保（360床） 

（１）事業の有効性 

 

（２）事業の効率性 

 

その他 平成 27年度は未実施 

 

①不足する回復期機能病床 2,092床÷10年⇒約 220床 

（2025年必要病床数推計－H㉖病床機能報告結果） 

②補助単価 3,500千円 

220床×3,500千円×1/2＝385,000千円 
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事業の区分 2．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【NO.6】在宅医療の実施に係る拠点の整備 

（訪問診療センター整備支援事業） 

【総事業費】 

0千円 

事業の対象となる区域 富山圏 

事業の実施主体 かみいち総合病院 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

在宅療養を行う患者や介護家族等の安心を支える在宅医療

の充実には、往診や訪問看護が 24時間 365日対応可能な体

制を整備することが必要。 

アウトカム指標：在宅医療提供体制の確立 

事業の内容（当初計画） 上市町の訪問看護ステーションの慢性的な人材不足を解消

するため、訪問看護ステーション（訪問看護）をかみいち

総合病院に移転設置し、併せて家庭医療センター（訪問診

療）を併設することで、訪問診療から訪問看護まで切れ目

のない在宅医療体制を整備することを目的として、かみい

ち総合病院家庭医療センターの設置を支援するもの。 

（上市町は、在宅医療を担う人口当たりの医療機関数が県

内で最も少ない） 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

在宅医療を担う医療機関数の増加：上市町において新設１

箇所 

アウトプット指標（達成

値） 

在宅医療を担う医療機関数の増加：未実施 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：在宅医療提供体制

の確立 

（１）事業の有効性 

 

（２）事業の効率性 

 

その他 平成 27年度は未実施（平成 28年度に繰越） 
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事業の区分 2．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【NO.7】在宅医療に係る医療連携体制の運

営支援（厚生センター地域包括ケア推進支

援事業費） 

【総事業費】 

908千円 

事業の対象となる区域 県全体 

事業の実施主体 富山県 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護が必要な高齢者が病院を退院する際には、入院中から

介護支援専門員と連携し退院後の訪問診療・訪問看護・介

護・生活支援等が必要に応じて確保されることが必要。 

アウトカム指標：退院調整漏れ率の減少 

事業の内容（当初計画） 二次医療圏単位での在宅医療・介護連携を推進するため、

各厚生センターが事務局となり、管内市町村、病院、郡市

医師会、介護支援専門員協会等の協力を得ながら、入退院

に伴う病院とケアマネジャーとの連携に関するルール（秩

序や機能を維持するため相互に守るべき取り決め）を策定

するもの。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

退院調整ルールを作成している二次医療圏数（４医療圏） 

アウトプット指標（達成

値） 

退院調整ルールを作成している二次医療圏数（４医療圏） 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：入退院調整漏れ率

の減少 

→平成 27年度は退院調整ルールを作成したので、27年度評

価はしていない。 

（１）事業の有効性 

入院前後の情報を医療・介護の関係者が共有すること

により、病院で治療を終えた要介護高齢者が在宅での療

養を円滑に受けることができるようになった。 

（２）事業の効率性 

退院調整ルールを作成したことにより、医療・介護の

連携方法が明確化され、入退院調整漏れが減少し、連携

もスムーズに行われ、業務の効率化につながった。 

その他  
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事業の区分 2．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【NO.8】在宅医療推進協議会の設置・運営

事業（あんしん在宅医療・訪問看護推進会

議事業） 

【総事業費】 

123千円 

事業の対象となる区域 県全体 

事業の実施主体 富山県 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

今後増大する在宅医療ニーズに対応するためには、医療・

看護・福祉・介護関係者の相互連携・協働が必要となるこ

とから、在宅医療や訪問看護、訪問介護等の関係者による

協議の場が必要。 

アウトカム指標： 

・訪問診療を行っている診療所の増加（36施設（H24→H27）） 

・在宅医療を行う開業医グループへの参加医師の増加 

（４人(H26→H27)） 

事業の内容（当初計画） 県において、在宅医療や訪問看護の推進を図るための「あ

んしん在宅医療･訪問看護推進会議」を開催 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

在宅医療推進協議会を設置している市町村：13 

アウトプット指標（達成

値） 

在宅医療推進協議会を設置している市町村：８ 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

・訪問診療を行っている診療所の増加 

・在宅医療を行う開業医グループへの参加医師の増加 

（１）事業の有効性 

在宅医療・訪問看護を推進することにより、訪問診療

を行っている診療所及び 24時間対応可能な訪問看護ステ

ーションが増加し、県内の在宅医療提供体制が充実した。 

（２）事業の効率性 

本会議と介護保険事業支援計画策定委員会を同日に開

催し、両事業の連携を図ることができた。 

その他  
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事業の区分 2．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【NO.9】在宅医療の人材育成基盤を整備す

るための研修の実施 

(ケアマネジャー医療介護連携研修事業） 

【総事業費】 

2,856千円 

事業の対象となる区域 県全体 

事業の実施主体 富山県（富山県介護支援専門員協会に委託） 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者が住み慣れた地域で生活し続けるためには、在宅医

療と介護の連携による包括的ケアシステムの推進が必要。 

アウトカム指標： 

研修受講前と比較し、医療関係者と連携・連絡がとりにく

いと感じる主任介護支援専門員の減少（主任ケアマネジャ

ー医療介護連携研修受講者のうち、少し感じる：16 人から

10人に減少、あまり感じない：８人から 13人へ増加） 

事業の内容（当初計画） 地域の多職種連携や他の介護支援専門員への指導を担う主

任介護支援専門員や在宅高齢者の介護サービスの要である

介護支援専門員に対し、それぞれの役割に応じた在宅医

療・介護の連携研修を実施する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

研修受講者数：50 人（主任ケアマネジャー医療介護連携研

修：50 人、ケアマネジャー在宅医療研修（訪問看護編、訪

問リハ編）：各 50人） 

アウトプット指標（達成

値） 

研修受講者数：主任ケアマネジャー医療介護連携研修：26

人、ケアマネジャー在宅医療研修（訪問看護編）：44人、（訪

問リハ編）：26人 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：研修受講前と比較

し、医療関係者と連携・連絡がとりにくいと感じる主任介

護支援専門員の減少 

（１）事業の有効性 

主任ケアマネジャー医療介護連携研修受講前と比較し

て医療との連携がとりやすくなったと感じる者が６名お

り、ケアマネジャーが頼りにされていることを実感し、

医師を身近に感じる等、医療連携への抵抗感が軽減した。 

（２）事業の効率性 

県全体を対象とし一箇所開催としたことにより、各地

域での特性も踏まえたグループワークの展開ができた。 

その他  
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事業の区分 2．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【NO.10】在宅医療の人材育成基盤を整備す

るための研修の実施 

(高齢者在宅ケア啓発事業） 

【総事業費】 

0千円 

事業の対象となる区域 県全体 

事業の実施主体 富山県（富山県慢性期医療協会に委託） 

 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者が住み慣れた地域で生活し続け地域包括ケアシステ

ムが効率よく推進されるためには、療養型施設が有する医

療・看護・介護の方法を居宅高齢者医療に普及させること

が必要。 

アウトカム指標：患者・家族及び介護者向けの在宅での介

護技術・医療的ケアに関するマニュアルの作成 

事業の内容（当初計画） 療養病床の入院患者が退院後も在宅療養が必要な場合に、

その高齢者の家族（介護者）向けの「在宅療養介護マニュ

アル」を作成し、実習の受入れや出前講座等を行うことに

より、療養病床から在宅への移行に役立てる。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

啓発用リーフレットの配布 

アウトプット指標（達成

値） 

未実施 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：患者・家族及び介

護者向けの在宅での介護技術・医療的ケアに関するマニュ

アルの作成 

（１）事業の有効性 

 

（２）事業の効率性 

 

その他 平成 27年度は未実施（平成 28年度へ繰越） 
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事業の区分 2．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【NO.11】在宅医療の人材育成基盤を整備す

るための研修の実施事業 

（リハビリ専門職資質向上事業） 

【総事業費】 

1,000千円 

事業の対象となる区域 県全体 

事業の実施主体 富山県（富山県理学療法士会に委託） 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

在宅医療の一環として今後需要が増加すると見込まれる在

宅リハビリの体制整備を図ることが必要。 

アウトカム指標：専門職におけるマネジメント能力の向上 

事業の内容（当初計画） 理学療法士、作業療法士、言語聴覚士等を対象に、職種別

階層別研修を実施し、在宅医療の一環として今後需要が増

加すると見込まれる在宅リハビリの体制整備を図る。 

・在宅リハに求められる技術研修 

・他職種間連携演習 

 ・部門の管理（回復期病棟，訪問リハ部門） 等 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

リハビリ専門職研修の実施：150人受講 

アウトプット指標（達成

値） 

リハビリ専門職研修の実施：201人受講 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：専門職におけるマ

ネジメント能力の向上 

（１）事業の有効性 

今後、在宅医療の一環としての需要が増えると見込ま

れる在宅リハビリの体制整備について支援することで、

全県的な意識の醸成が図られた。 

（２）事業の効率性 

  県が主導し、在宅リハビリの体制整備を支援すること

で、全県的な取組みとすることができた。 

その他  
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事業の区分 2．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【NO.12】訪問看護の促進、人材確保を図る

ための研修等の実施事業 

（訪問看護推進事業） 

【総事業費】 

500千円 

事業の対象となる区域 県全体 

事業の実施主体 富山県（富山県看護協会へ委託） 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

在宅医療を推進するために、病院に勤務する看護師と訪問

看護師との連携強化を図るとともに、退院支援や地域連携

に関する知識を有する看護師を養成する必要がある。 

アウトカム指標：在宅医療機関と入院医療機関による退院

カンファレンスの開催件数の増加 

事業の内容（当初計画） ①在宅ケアアドバイザー派遣事業（事例検討会） 

在宅ケアに関する専門的な知識や技術を有する認定看護

師等をアドバイザーとして検討会に派遣し、患者・家族の

現状やニーズに応じたより質の高いケアが提供できるよう

支援する。 

②医療機関等の看護師の訪問看護ステーション研修 

医療機関の看護師が訪問看護の現場に赴き、入院患者が

適切に在宅へ移行するための連携方法等について学ぶ。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

在宅医療機関と入院医療機関による退院時カンファレンス

開催件数：８件 

アウトプット指標（達成

値） 

在宅医療機関と入院医療機関による退院時カンファレンス

開催件数：８件 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：在宅医療機関と入

院医療機関による退院カンファレンスの開催件数の増加 

（１）事業の有効性 

本事業の実施により、訪問看護ステーションへの支援

や訪問看護師の育成・確保に繋がったと考える。 

（２）事業の効率性 

富山県看護協会に委託することで効率的に実施した。 

その他  
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事業の区分 2．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【NO.13】訪問看護の促進、人材確保を図る

ための研修等の実施 

(多機能型訪問看護ステーション整備事業） 

【総事業費】 

0千円 

事業の対象となる区域 県全体 

事業の実施主体 上市町 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

在宅療養を行う患者や介護家族等の安心を支える在宅医療

の充実には、往診や訪問看護が 24時間 365日対応可能な体

制を整備することが必要。 

アウトカム指標：24 時間対応体制加算の届出を行っている

訪問看護ステーションの割合 

事業の内容（当初計画） 住み慣れた居宅等での療養を継続するためには、①病院か

らの退院支援、②24 時間対応可能な訪問看護、③医療・介

護の連携が図られたケアマネジメントの実施等が重要であ

る。このため、①病院からの退院支援機能、②訪問看護ス

テーションによる 24時間訪問看護、③居宅介護支援事業所

によるケアマネジメントを強力な連携のもとに提供、④地

域に開かれた相談窓口の設置などを目的とした多機能型訪

問看護ステーションの施設・設備に対する補助を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

機能強化型訪問看護ステーション数：２箇所 

アウトプット指標（達成

値） 

機能強化型訪問看護ステーション数：未実施 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：24 時間対応体制加

算の届出を行っている訪問看護ステーションの割合 

（１）事業の有効性 

 

（２）事業の効率性 

 

その他 平成 27年度は未実施（平成 28年度へ繰越） 
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事業の区分 2．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【NO.14】訪問看護の促進、人材確保を図る

ための研修等の実施 

(訪問看護実態調査・訪問看護ステーション

相互支援検証事業） 

【総事業費】 

766千円 

事業の対象となる区域 県全体 

事業の実施主体 富山県（富山県看護協会に委託） 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

在宅療養を行う患者や介護家族等の安心を支える在宅医療

の充実には、往診や訪問看護が 24時間 365日対応可能な体

制を整備することが必要。 

アウトカム指標：24 時間対応体制加算を算定する訪問看護

ステーションの増加 

事業の内容（当初計画） 病院・診療所を含む県内の訪問看護の実態（全容）を明ら

かにするとともに、小規模訪問看護ステーションの相互補

完等の検証・検討を行う。（県内全ての医療機関に対する訪

問看護実態調査、訪問看護ステーションのグループ化に関

するヒアリング、検討会の開催など） 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

訪問看護ステーションの相互支援体制の構築を行う。 

アウトプット指標（達成

値） 

訪問看護ステーションの相互支援体制の構築を行った。 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：訪問看護ステーシ

ョンの相互支援体制の構築→H27 年度訪問看護ステーショ

ン相互支援実態調査において、他の訪問看護ステーション

と連携共同で実施しているステーション数： 24 か所

（44.4％） 

（１）事業の有効性 

訪問看護ステーションの相互支援によるメリット（収

益の向上、技術の均てん化、職員の資質向上、業務の効

率化、負担軽減）が明らかとなった。 

（２）事業の効率性 

小規模な訪問看護ステーションが多い本県において、

ステーションの相互の連携体制を構築することは、県全

体としての訪問看護提供体制の強化につながった。 

その他  
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事業の区分 2．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【NO.15】認知症ケアパスや入退院時の連携

パスの作成など認知症ケア等に関する医療

介護連携体制の構築 

（厚生センター：認知症施策推進支援事業） 

【総事業費】 

0千円 

事業の対象となる区域 県全体 

事業の実施主体 富山県 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

認知症は、早期に発見され早期に適切な対応を受けること

で本人と介護者の生活の質を高め、介護負担の軽減につな

がるが、必ずしも早期発見・早期対応につながっていない。 

アウトカム指標：認知症初期集中支援チーム設置市町村数 

事業の内容（当初計画） 認知症疾患医療センターや精神科医療機関等との連携の

下、認知症の早期診断や早期治療等を適切に受けることが

できる体制づくり等を行う。（認知症初期集中支援チーム設

置にかかる精神科医師との連携会議の開催等） 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

認知症初期集中支援チーム設置に向けた精神科医師との連

携会議の開催回数：４回 

アウトプット指標（達成

値） 

認知症初期集中支援チーム設置に向けた精神科医師との連

携会議の開催回数：未実施 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：認知症初期集中支

援チーム設置市町村数 

（１）事業の有効性 

 

（２）事業の効率性 

 

その他 平成 27年度は未実施 
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事業の区分 2．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【NO.16】早期退院・地域定着支援のため精

神科医療機関内の委員会への地域援助事業

者等の参画支援事業 

（精神科病院早期退院支援事業） 

【総事業費】 

1,091千円 

事業の対象となる区域 県全体 

事業の実施主体 病院、県精神保健福祉士協会 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了（※一部終了） 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域での支援体制が整っていないために、長期間、病院に

入院している患者が多いことから、地域への移行を促進す

るため、医療と福祉の連携強化が必要。 

アウトカム指標：精神障害者の地域移行の促進 

事業の内容（当初計画） 精神科医療機関の院内委員会へ入院患者本人や家族からの

相談に応じ必要な情報提供を行う相談支援事業者等を招聘

するなど、地域における医療と福祉の連携体制を整備する

ための経費に対する支援を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・精神科医療機関内の委員会への地域援助事業者等の参画

のための地域連携パスの作成 

・退院支援人材育成研修開催 

アウトプット指標（達成

値） 

・精神科医療機関内の委員会への地域援助事業者等の参画

のための地域連携パスの作成：２病院 

・退院支援人材育成研修：2回開催、参加人数 76名 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：精神障害者の地域

移行の促進 

（１）事業の有効性 

本事業の実施により、他職種スタッフが果たす役割を

時系列で明確になり、連携が促進した。また、関係者の

早期退院・地域定着支援に関する意識の醸成が図られた。 

（２）事業の効率性 

事業主体に事業費の 1/4 の負担を求め、効率的な実施

を図った。 

その他  
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事業の区分 2．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【NO.17】在宅歯科医療連携室と在宅医療連

携拠点や地域包括支援センター等との連携

の推進事業（在宅歯科医療支援ステーショ

ン設置モデル事業） 

【総事業費】 

3,467千円 

事業の対象となる区域 県全体 

事業の実施主体 郡市歯科医師会 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

在宅療養者が歯科医療や口腔ケアを受けることができる環

境の整備が必要。 

アウトカム指標：在宅歯科医療の推進 

事業の内容（当初計画） 在宅歯科医療の具体的な取組みをさらに推進するため、患

者や関係者により身近な郡市歯科医師会単位で在宅歯科医

療支援ステーションをモデル的に設置 

・郡市医師会、地域包括支援センター、訪問看護ステー

ション、市行政などの医療介護等関係機関との連携（生

活機能評価や日常生活圏域ニーズ調査の口腔に関する

部分の評価分析を含む。） 

・在宅歯科医療提供医療機関の紹介 

・在宅歯科医療機器の整備及び貸出 

・在宅歯科医療に関する相談等 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

在宅歯科医療の地域拠点の整備：４箇所 

アウトプット指標（達成

値） 

在宅歯科医療の地域拠点の整備：２箇所 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：在宅歯科医療の推

進 

（１）事業の有効性 

本事業により窓口が２箇所設置され、在宅歯科医療に

かかる提供体制が強化された。 

（２）事業の効率性 

地域ごとに必要な機器を整備し、共有することで、調

達の効率化が図られた。 

その他  
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事業の区分 2．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【NO.18】在宅歯科医療連携室と在宅医療連

携拠点や地域包括支援センター等との連携

の推進事業 

（在宅歯科医療・介護連携研修事業） 

【総事業費】 

600千円 

事業の対象となる区域 県全体 

事業の実施主体 富山県（富山県歯科医師会に委託） 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

在宅歯科医療の地域拠点の整備 

アウトカム指標：在宅歯科医療の推進 

事業の内容（当初計画） ケアマネジャー等の介護専門職や在宅歯科医療に取り組も

うとする歯科専門職に対し、在宅歯科医療や口腔ケア、地

域ケア会議での連携手法等に関する研修会を実施 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

在宅歯科医療の地域拠点の整備：４箇所 

アウトプット指標（達成

値） 

在宅歯科医療の地域拠点の整備：２箇所 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：在宅歯科医療の推

進 

（１）事業の有効性 

在宅歯科医療の地域拠点が２箇所で整備され、介護職

と歯科技術職の連携による歯科医療や口腔ケアが提供さ

れるようになった。 

（２）事業の効率性 

県外の先進事例をさまざまな職種が理解することで、

各地域で効率的に連携体制の構築が行われたと考える。 

その他  
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事業の区分 2．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【NO.19】訪問薬剤管理指導を行おうとする

薬局への研修や実施している薬局の周知 

（在宅医療推進訪問薬局支援事業） 

【総事業費】 

420千円 

事業の対象となる区域 県全体 

事業の実施主体 富山県（富山県薬剤師会に委託） 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域包括ケアシステムの中で、薬局は「かかりつけ薬剤師・

薬局」として在宅業務の体制を整備することが求められて

いる。 

アウトカム指標：訪問服薬指導実績のある薬局の増加 

事業の内容（当初計画） 在宅医療に取り組む薬局の増加を目的としたリーダー養成

研修会を開催し、薬局が在宅医療の一翼を担えるよう体制

整備を図る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

リーダー養成研修会の開催：３回 

アウトプット指標（達成

値） 

リーダー養成研修会の開催：３回 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：訪問服薬指導実績

のある薬局の増加 

（１）事業の有効性 

在宅医療推進の役割を担うリーダー養成研修会の開催

により、在宅医療に取り組む薬局の増加を促進したと考

える。 

（２）事業の効率性 

薬剤師会に委託することにより、地域の偏りがなく県

全域でリーダーの養成を効率的に行った。 

その他  
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事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業  

事業名 【No.１（介護分）】 

富山県地域密着型介護基盤整備事業 

【総事業費】 

162,678千円 

事業の対象となる区域 富山県全域 

事業の実施主体 富山県 

事業の期間 平成 27年４月１日～平成 28年３月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

・小規模多機能型居宅介護など在宅サービス基盤の整備の

推進 

・小規模特別養護老人ホームや認知症高齢者グループホー

ムなど地域密着型サービス基盤の整備や施設における生

活環境の改善 

アウトカム指標：特別養護老人ホーム待機者数の減少 

事業の内容（当初計画） 

 

 

① 地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。 

整備予定施設等 

地域密着型特別養護老人ホーム     29床（１カ所） 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 ３施設 

小規模多機能型居宅介護事業所      ４施設 

認知症対応型デイサービスセンター    ２施設 

認知症高齢者グループホーム       15施設  

看護小規模多機能型居宅介護事業所    １施設 

介護予防拠点         0.4施設 ※２カ年度整備 

地域包括支援センター     0.4施設 ※２カ年度整備 

② 介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支 

援を行う。 

整備予定施設等 

介護老人福祉施設（定員 30人以上）    60床 

地域密着型特別養護老人ホーム      29床 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 ３施設 

小規模多機能型居宅介護事業所      36床 

認知症高齢者グループホーム       189床  

看護小規模多機能型居宅介護事業所    ９床 
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③ 介護サービスの改善を図るための既存施設等の改修に 

対して支援を行う。 

整備予定施設等 

個室→ユニット化改修    16床 

多床室→ユニット化改修   44床 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・特別養護老人ホーム 5,921床 → 5,950床 

・認知症高齢者グループホーム 2,150床 → 2,348床 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 ６カ所 → ９

カ所 

・認知症対応型デイサービスセンター 70カ所 → 72カ所 

・小規模多機能型居宅介護事業所 78カ所 → 82カ所 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 １カ所 → ２カ所 

・介護予防拠点 0.4カ所（H27～28の２カ年度事業）  

・地域包括支援センター 1.4 カ所（0.4 カ所分は、H27～

28の２カ年度事業） 

・既存の特別養護老人ホームのユニット化改修 ２施設 

アウトプット指標（達成

値） 

・特別養護老人ホーム 5,921床 → 5,950床 

・認知症高齢者グループホーム 2,150床 → 2,258床  

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 ６カ所 → ７

カ所 

・認知症対応型デイサービスセンター 70カ所 → 72カ所 

・小規模多機能型居宅介護事業所 78カ所 → 80カ所 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 １カ所 → ２カ所 

・介護予防拠点 0.4カ所（H27～28の２カ年度事業）  

・地域包括支援センター 0.4カ所（H27～28の２カ年度事

業） 

・既存の特別養護老人ホームのユニット化改修 １施設 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

 地域密着型サービス施設等の整備が進み、介護が必要に

なっても住み慣れた地域で生活できる基盤の構築が図られ

た。 

（２）事業の効率性 

施設整備の補助にあたっては、日頃から市町村及び事業

者との連絡を密にとり、整備内容及びスケジュールの変更

に伴う手続の迅速化を図った。 

その他  
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事業の区分 4．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.20】地域医療支援センターの運営 

（地域医療支援センター運営事業） 

【総事業費】 

175千円 

事業の対象となる区域 県全体 

事業の実施主体 富山県 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

県内の人口 10万人当たりの医師数は全国平均を上回ってい

るものの、富山医療圏以外の地域では全国平均値を下回っ

ている。特に県内で急性期医療を担う公的病院等で医師が

不足しており、医師確保対策が必要である。 

アウトカム指標：人口 10万人当たり医師数 270人（H33） 

事業の内容（当初計画） 地域医療に従事する医師を確保し、その定着を図るため、

医師不足病院への医師のあっせん（無料職業紹介）等を行

う地域医療支援センターを設置し、その運営を行う。 

① ドクターバンク事業 

② 県内公的病院医師不足調査 

③ 医学部進学者調査 

④ キャリア形成事業 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

医師のあっせん数 年３人以上 

アウトプット指標（達成

値） 

医師のあっせん数 年１人 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：人口 10万人当たり

医師数 270人（H33） 

（１）事業の有効性 

本事業の実施により、県内での医師確保に必要な基本

情報を把握し、各種の医師確保事業に活用することがで

きた。 

（２）事業の効率性 

各病院が求人募集情報を事前登録することで、求職者

に対し速やかに斡旋できるため、効率的であると考える。 

その他  
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事業の区分 4．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.21】地域医療支援センターの運営（地

域枠に係る修学資金の貸与事業、無料職業

紹介事業、定年退職後の医師の活用事業を

含む）（看護師修学資金システム費） 

【総事業費】 

637千円 

事業の対象となる区域 県全体 

事業の実施主体 富山県 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

病院の看護職員の未充足への対応のため、看護師確保対策

が必要。 

アウトカム指標：県内の看護職員の確保 

事業の内容（当初計画） 将来富山県内において、看護職員として業務に従事しよう

とする看護学生に対し、修学資金を貸与することにより、

その修学を容易にし、もって富山県内における看護職員の

確保を推進する看護学生修学資金の運営にあたって、その

管理を効率的かつ円滑にできるようにシステムを改修する

ことで、県内看護職員の確保につなげる。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

システムの改修 

アウトプット指標（達成

値） 

システム改修を行った 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：県内の看護職員の

確保 

（１）事業の有効性 

看護学生修学資金システムの改修によって、看護学生

修学資金の運営が円滑に行えるようになり、県内看護職

員の確保につながった。 

（２）事業の効率性 

看護学生修学資金システムの改修によって、貸与者及

び返還者の管理が効率的にできた。 

その他  
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事業の区分 4．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.22】産科・救急・小児等の不足してい

る診療科の医師確保支援事業 

（産科医等確保支援事業） 

【総事業費】 

102,783千円 

事業の対象となる区域 県全体 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

分娩を取り扱う病院等の医療機関や、産科・産婦人科医師

が減少傾向にあるため、処遇改善を通じて、産科医等の確

保を図る必要がある。 

アウトカム指標：人口 10万人当たり産科医数 13人（H33） 

事業の内容（当初計画） 産科・産婦人科医師及び助産師の処遇を改善し、その確

保を図るため、分娩手当等を支給する医療機関に対し、そ

の費用の一部を分娩取扱件数に応じて補助する。 

・補助率  

公立機関 基金 1/3、市町村 2/3以内、事業主 2/3以内 

公立機関以外 基金 2/3、市町村 1/3以内、事業主 1/3以内 

・補助基準額 １分娩あたり 10,000円 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

産科医の処遇改善に取り組む医療機関数：23施設 

アウトプット指標（達成

値） 

産科医の処遇改善に取り組む医療機関数：20施設 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：人口 10万人当たり

産科医数 13人（H33） 

（１）事業の有効性 

本事業の実施により、過酷な労働下で働く産科医等の

処遇改善を図ることができた。 

（２）事業の効率性 

１分娩あたりに対する手当に対し補助しており、実績

に見合った助成を行っている。 

その他  
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事業の区分 4．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.23】産科・救急・小児等の不足してい

る診療科の医師確保支援事業 

（新生児医療担当医確保事業） 

【総事業費】 

3,555千円 

事業の対象となる区域 県全体 

事業の実施主体 病院 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

適切な周産期医療の提供のためには、周産期医療整備指針

に基づくＮＩＣＵ病床数を維持するとともに、そのＮＩＣ

Ｕ病床に従事するマンパワーの確保が必要である。そのた

め、過酷な勤務状況にあり、不足している新生児医療担当

医の処遇改善が必要。 

アウトカム指標：新生児医療担当医の処遇改善 

事業の内容（当初計画） 過酷な勤務状況にある新生児医療担当医(新生児科医)の処

遇を改善するため、NICU(診療報酬の対象となるものに限

る。)へ入室する新生児を担当する医師に対し、手当を支給

するための財政支援を行う。 

・対象経費 

NICUにおいて新生児を担当する医師への新生児担当医手当 

・補 助 率 県立医療機関・民間医療機関：基金 2/3、事業主 1/3 

そ の 他 の 医 療 機 関：基金 1/3、事業主 2/3 

・補助基準額 新生児医療を担当する医師に対し、 

新生児１人あたり 10,000円（NICU入院初日のみ） 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

新生児担当医の処遇改善に取り組む医療機関数：３施設 

アウトプット指標（達成

値） 

新生児担当医の処遇改善に取り組む医療機関数：３施設 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：新生児医療担当医

の処遇改善 

（１）事業の有効性 

医療機関への財政的な支援により、新生児担当医の処

遇改善に取り組まれた。 

（２）事業の効率性 

１回の新生児の受入れに対する手当支給をしており、

実績に見合った助成をしている。 

その他  
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事業の区分 4．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.24】女性医師等の離職防止や再就業の

促進事業（女性医師等相談窓口事業) 

【総事業費】 

5,700千円 

事業の対象となる区域 県全体 

事業の実施主体 富山県（富山県医師会へ委託） 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

近年、女性医師数が増加する中、女性医師の離職防止や復

職支援等がますます重要となっている。 

アウトカム指標：病院に勤務する女性医師の割合 20％程度 

事業の内容（当初計画） 近年、女性医師数が増加している中、相談窓口の設置等

により、女性医師の就労継続を支援する。 

・相談窓口の設置 

設置場所：県医師会（嘱託職員１名配置） 

・県内病院への巡回相談、助言・指導 

女性医師が勤務する県内病院（県内約 60病院のうち３病

院程度） 

県医師会の女性医師（担当理事１名＋協力医師（各回１

名））が、院長等への勤務環境改善の啓発や、女性医師から

の勤務状況をヒアリング 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

巡回相談、助言・指導を行う病院数：３病院 

アウトプット指標（達成

値） 

巡回相談、助言・指導を行う病院数：３病院 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：病院に勤務する女

性医師の割合 20％程度 

（１）事業の有効性 

本事業により、女性医師から様々な相談に応じること

で、女性医師の離職を未然に防ぐ効果が期待される。 

（２）事業の効率性 

県医師会に相談窓口を設置することで、常に相談に応

じることができ、医師も相談しやすく、効率的な実施と

なっている。 

その他  
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事業の区分 4．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.25】歯科医師、歯科衛生士、歯科技工

士の確保対策の推進事業 

（歯科衛生士等臨床定着支援事業） 

【総事業費】 

1,032千円 

事業の対象となる区域 県全体 

事業の実施主体 富山県（富山県歯科医師会に委託） 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

在宅歯科医療を含め、ニーズが多様化している歯科保健医

療に対応できる質の高い歯科衛生士及び歯科技工士を確保

することが必要。 

アウトカム指標：質の高い歯科専門職の確保 

事業の内容（当初計画） 在宅歯科医療を含め、ニーズが多様化している歯科保健医

療に対応できる質の高い歯科衛生士及び歯科技工士を確保

することが必要とされている。 

歯科医療技術が日進月歩する中、①一度職場を離れた後、

復職を希望する歯科衛生士及び歯科技工士が新たな臨床技

術を取得する復職実技研修及び②新任歯科衛生士及び歯科

技工士が養成機関卒業後に臨床技術を高める卒後研修を実

施し、質の高い歯科衛生士等の確保、定着を図る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

歯科衛生士及び歯科技工士のための復職及び卒後研修の実

施：８回開催 

アウトプット指標（達成

値） 

歯科衛生士及び歯科技工士のための復職及び卒後研修の実

施：８回開催 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：質の高い歯科専門

職の確保 

（１）事業の有効性 

質の高い歯科専門職を確保するために、最新の保健医

療技術を習得するための研修を実施し、離職防止、臨床

定着や復職支援を図った。 

（２）事業の効率性 

歯科衛生士及び歯科技工士養成所を設置し、実習機器

等を所有している県歯科医師会に委託することで、効率

的に事業を実施した。 

その他  
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事業の区分 4．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.26】女性薬剤師等の復職支援事業 

（病院薬剤師確保支援事業） 

【総事業費】 

267千円 

事業の対象となる区域 県全体 

事業の実施主体 富山県病院薬剤師会 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

県内公的病院等において薬剤師の確保が困難な状況が続い

ていることから、復職を希望する女性薬剤師及び新卒者等

を対象に病院薬剤師就職支援説明会を開催する。 

アウトカム指標： 

チーム医療において薬剤師が主体的に薬物療法に参加でき

るよう薬剤師を確保し、入院患者への服薬指導、在宅医療

への参画 

事業の内容（当初計画） 県内病院における薬剤師確保を目的とした説明会を開催

し、新卒薬剤師の就職や女性薬剤師の復職支援を図るもの 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

薬剤師確保のための説明会の実施：１回 

アウトプット指標（達成

値） 

薬剤師確保のための説明会の実施：１回 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：チーム医療におい

て薬剤師が主体的に薬物療法に参加できるよう薬剤師を確

保し、入院患者への服薬指導、在宅医療への参画 

（１）事業の有効性 

県内公的病院、民間病院等が一堂に会する説明会を開

催することにより、就職希望者の病院薬剤師業務への理

解が深まり就業を促進したと考える。 

（２）事業の効率性 

県内公的病院、民間病院等が一堂に会する説明会を開

催することにより、就職希望者が多くの病院の説明を受

けることができ、効率的な事業となったと考える。 

その他  
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事業の区分 4．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.27】新人看護職員の質の向上を図るた

めの研修事業 

（新人看護職員指導者研修事業） 

【総事業費】 

2,180千円 

事業の対象となる区域 県全体 

事業の実施主体 富山県（富山県看護協会へ委託） 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

新人看護職員の離職を防止し、職場への定着を促進するた

め、新人看護職員指導担当者の資質向上と指導体制の強化

が必要である。 

アウトカム指標：新人看護職員の離職率 3.0％ 

事業の内容（当初計画） 新人看護職員の指導に携わる担当者が、新人看護職員研

修ガイドラインに示されている研修の実施に必要な能力を

習得し、研修実施病院等における適切な研修実施体制の強

化を図ることで、新人看護職員の早期離職を防止する。ま

た、地域における連携体制を構築し、新人看護職員研修の

着実な推進を図る。 

・新人看護職員指導者研修会の開催 

・新人看護職員研修推進会議の開催 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

指導者研修会修了者数：200人程度 

アウトプット指標（達成

値） 

指導者研修会修了者数 

：研修責任者教育担当者 76人、実地指導者 153人 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：新人看護職員の離

職率 3.0％ 

（１）事業の有効性 

本事業の実施により、指導者の資質を向上させ、地域

における連携体制の構築を促進したと考える。 

（２）事業の効率性 

富山県看護協会に委託することで効率的に実施した。 

その他  
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事業の区分 4．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.28】新人看護職員の質の向上を図るた

めの研修事業 

（新人看護職員研修事業） 

【総事業費】 

31,084千円 

事業の対象となる区域 県全体 

事業の実施主体 病院 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

看護の質の向上や安全な医療の確保、早期離職の防止の観

点から、新人看護職員の質の向上を目的とした臨床研修が

必要である。 

アウトカム指標：新人看護職員の離職率 3.0％ 

事業の内容（当初計画） 新人看護職員に対し、国の新人看護職員研修ガイドライン

の項目に基づき研修を実施する病院に対して、研修等の経

費を補助する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

新人看護職員研修を実施する医療機関数：23施設 

アウトプット指標（達成

値） 

新人看護職員研修を実施する医療機関数：23施設 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：新人看護職員の離

職率 3.0％ 

（１）事業の有効性 

本事業の実施により、新人看護職員の早期離職を防止

し職場定着を支援している。また、研修受講により、看

護の質が向上し、安全な医療の提供につながっている。 

（２）事業の効率性 

病院ごとに、国の研修ガイドラインの項目に基づき研

修を計画的・効率的に実施している。また、画一的な研

修内容ではなく、病院の特性に応じた研修が行われてい

た。 

その他  
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事業の区分 4．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.29】看護職員の資質の向上を図るため

の研修事業（がん専門分野における質の高

い看護師育成事業） 

【総事業費】 

2,532千円 

事業の対象となる区域 県全体 

事業の実施主体 富山県（富山県看護協会へ委託） 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

がん患者に対する看護ケアの充実を図るため、臨床実践能

力の高い専門的な看護師の育成が必要となる。 

アウトカム指標： 

がん医療水準の均てん化を図るための専門性の高い看護師

を確保（医療圏毎の病床割合と同等程度に確保） 

事業の内容（当初計画） がん専門分野における質の高い看護師育成事業 

・がん看護臨床実践研修プログラム検討会の開催（年２回） 

内容：がん看護臨床実践研修の企画・立案及び評価 

構成員：がん診療連携拠点病院関係者、専門・認定看護

師等 

・がん看護臨床実践研修の実施（定員 30名） 

対象者：がん診療を行っている病院に勤務する看護師 

研修期間：15日(講義 4日、実務研修 10日、まとめ等 1日) 

研修機関：県がん診療連携拠点病院、がん診療連携拠点

病院等 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

がん看護臨床実践研修修了者数：10人程度 

アウトプット指標（達成

値） 

がん看護臨床実践研修修了者数：12人 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：がん医療水準の均

てん化を図るための専門性の高い看護師を確保（医療圏毎

の病床割合と同等程度に確保） 

（１）事業の有効性 

がん患者に対する看護ケアの充実とがん専門分野にお

いて質の高い看護師の育成を促進した。 

（２）事業の効率性 

富山県看護協会に委託することで効率的な実施を図っ

た。 

その他  
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事業の区分 4．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.30】看護職員の資質の向上を図るため

の研修事業（保健師助産師看護師等実習指

導者講習会事業） 

【総事業費】 

2,009千円 

事業の対象となる区域 県全体 

事業の実施主体 富山県（富山県看護協会に委託） 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

看護職員の活躍する場は、医療施設や介護施設にとどまら

ず、訪問看護などの在宅医療や児童福祉の分野にも拡大し

ている中、看護職員養成のための実習指導者の養成確保が

必要である。 

アウトカム指標： 

小規模医療機関に勤務する看護職員の専門性の向上 

事業の内容（当初計画） 保健師助産師看護師等養成所における学生の実習施設に

は、実習指導者を１名以上配置する必要があることから、

実習指導者を養成するための講習会を開催する。 

  委託先：公益社団法人 富山県看護協会 

  講習期間：27年 11月～28年 1月 240時間   

定員 40名 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

実習指導者講習会に参加した医療機関、介護保険施設数：

30施設 

研修参加者数：40人 

アウトプット指標（達成

値） 

実習指導者講習会に参加した医療機関、介護保険施設数：

29施設 

研修参加者数：60人 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：小規模医療機関に

勤務する看護職員の専門性の向上 

（１）事業の有効性 

看護教育における実習指導者が、実習の意義や役割を

理解し、効果的な実習指導ができるような必要な知識や

技術を修得することにつながった。 

（２）事業の効率性 

富山県看護協会に事業を委託することで効率的な実施

を図った。 

その他  
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事業の区分 4．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.31】看護職員の資質の向上を図るため

の研修事業（看護教員継続研修事業） 

【総事業費】 

1,030千円 

事業の対象となる区域 県全体 

事業の実施主体 富山県（富山県看護教育機関連絡協会に委託） 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

看護職員の活躍する場は、医療施設や介護施設にとどまら

ず、訪問看護などの在宅医療や児童福祉の分野にも拡大し

ている中、医療の高度化、県民ニーズの多様化に対応でき

る看護職員養成のため、看護教員の資質向上が必要である。 

アウトカム指標： 

小規模医療機関に勤務する看護職員の専門性の向上 

事業の内容（当初計画） 医療の高度化、県民ニーズの多様化に対応できる看護職員

を養成するため、看護師養成所の教員に対して、キャリア

（新任期、中堅期、管理期）に応じた研修会を開催し、看

護教員の資質向上を図る。 

  研修種別：５種 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

看護教員継続研修に参加した医療機関、介護保険施設数：

13施設 

専任教員研修参加者数：200人 

アウトプット指標（達成

値） 

看護教員継続研修に参加した医療機関、介護保険施設数：

13施設 

専任教員研修参加者数：232人 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：小規模医療機関に

勤務する看護職員の専門性の向上 

（１）事業の有効性 

看護職員の成長階級別に応じた研修会を実施すること

で、看護教員の資質の向上につながった。 

（２）事業の効率性 

富山県看護教育機関連絡協議会に事業を委託すること

で効率的な実施を図った。 

その他  
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事業の区分 4．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.32】看護職員の資質の向上を図るため

の研修事業（資質向上実務研修事業） 

【総事業費】 

940千円 

事業の対象となる区域 県全体 

事業の実施主体 富山県（一部を県看護協会に委託） 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

看護職員の活躍する場は、医療施設や介護施設にとどまら

ず、訪問看護などの在宅医療や児童福祉の分野にも拡大し

ている中、医療の高度化、県民ニーズの多様化に対応でき

る看護職員の資質向上が必要である。 

アウトカム指標： 

小規模医療機関に勤務する看護職員の専門性の向上 

事業の内容（当初計画） 小規模医療機関の看護職員の資質向上を図るため、医療安

全や感染管理等の専門的な内容について研修会を開催す

る。 

 各厚生センター：各医療圏医療機関を対象 

 富山県看護協会：富山市内医療機関を対象 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

看護職員の資質の向上を図るための研修に参加した医療機

関、介護保険施設数：50施設 

研修参加者数：686人 

アウトプット指標（達成

値） 

研修会に参加した医療機関、介護保険施設数：50施設 

研修参加者数：686人 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：小規模医療機関に

勤務する看護職員の専門性の向上 

（１）事業の有効性 

小規模施設等で働く看護職員の資質向上につながっ

た。 

（２）事業の効率性 

富山県看護協会に事業を委託することで効率的な実施

を図った。 

その他  
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事業の区分 4．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.33】離職防止を始めとする看護職員の

確保対策事業 

（看護職員職場定着支援事業） 

【総事業費】 

554千円 

事業の対象となる区域 県全体 

事業の実施主体 富山県 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

新卒看護職員の離職が増加していることから、新卒看護職

員の置かれている実態を把握し、早期離職の防止が必要で

ある。 

アウトカム指標： 

看護職員離職率 6.0%、新人看護職員離職率 3.0% 

事業の内容（当初計画） ①看護職員育成モデル病院の取組み（２年事業）  

・支援者の派遣による体制整備支援 

・合同検討会 

②新卒看護職員研修会 

対  象：県内病院に就業した新卒看護職員 

実施回数：２会場１回ずつ（東部・西部） 

内  容：講義及び意見交換 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

新卒看護職員研修参加者：約 300人 

アウトプット指標（達成

値） 

新卒看護職員研修参加者：383人 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：看護職員離職率

6.0%、新人看護職員離職率 3.0% 

（１）事業の有効性 

県内の病院に勤務する看護職員に、講義や相互の交流

を通して、日常業務における課題とその対処方法につい

て理解してもらうとともに、看護職員としての自覚や意

欲を高め、職場の定着を促進したと考える。 

（２）事業の効率性 

県東部・県西部それぞれ 1回ずつと効率的に実施した。 

その他  
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事業の区分 4．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.34】離職防止を始めとする看護職員の

確保対策（看護師等免許保持者届出事業） 

【総事業費】 

4,200千円 

事業の対象となる区域 県全体 

事業の実施主体 富山県（富山県看護協会に委託） 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

国の推計では潜在看護職員数は 71万人とされており、少子

化が進む中、看護職員の人材確保を着実に進めていくため

には、看護師等の潜在化の防止と復職支援を強化する必要

がある。 

アウトカム指標： 

看護職員離職率 6.0%、新人看護職員離職率 3.0% 

事業の内容（当初計画） 看護師等人材確保促進法が改正され、看護師等免許保持者

のナースセンターへの届出制度が努力義務化（平成 27年 10

月施行）される。届出情報を効果的に活用することで、看

護師等の潜在化を予防するとともに、復職支援を促進し看

護師等の確保を図る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

看護師等免許保持者届出数 病院等退職者の 70％程度 

アウトプット指標（達成

値） 

H27年度は年度途中からのため数値なし 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：看護職員離職率

6.0%、新人看護職員離職率 3.0% 

（１）事業の有効性 

潜在化を予防するには、離職時から免許保持者の情報

を把握し活用することが効果的と考えられる。 

（２）事業の効率性 

富山県看護協会に委託することで効率的に実施した。 

その他  
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事業の区分 4．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.35】看護師等養成所における教育内容

の向上を図るための体制整備事業 

（看護師等養成所運営補助事業（民間）） 

【総事業費】 

960,998千円 

事業の対象となる区域 県全体 

事業の実施主体 民間立看護師等養成所 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

病院の看護職員の未充足への対応、また、今後、介護老人

施設などでの看護職員の需要の増加が見込まれることか

ら、看護職員の養成が必要。 

アウトカム指標： 

民間立看護師等養成所において、より充実した教育環境づ

くりを促進し、優秀な看護職員を養成 

事業の内容（当初計画） 看護師養成所の教育内容の充実を図るための専任教員経

費、部外講師謝金及び実習、事務職員経費等の運営費を補

助し、看護職員の養成を支援する。【民間立看護師養成所】 

 対象校数：４校５課程 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

看護師養成所の運営（４校５課程） 

アウトプット指標（達成

値） 

看護師養成所の運営（４校５課程） 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：民間立看護師等養

成所において、より充実した教育環境づくりを促進し、優

秀な看護職員を養成 

（１）事業の有効性 

看護師養成所の教育内容の充実を図るための専任教員

経費、部外講師謝金及び実習、事務職員経費等の運営費

を補助し、看護職員の養成を支援することで、より充実

した教育環境の中で優秀な看護職員を養成することがで

き、県の看護水準の向上につながった。 

（２）事業の効率性 

学生の人数、研修の実施や派遣の有無等、各々の養成

所の運営状況に見合った補助をすることで効率的な実施

を図った。 

その他  
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事業の区分 4．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.36】看護師等養成所における教育内容

の向上を図るための体制整備事業 

（看護師等養成所運営補助事業（公的）） 

【総事業費】 

212,640千円 

事業の対象となる区域 県全体 

事業の実施主体 公的立看護師等養成所 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

病院の看護職員の未充足への対応、また、今後、介護老人

施設などでの看護職員の需要の増加が見込まれることか

ら、看護職員の養成が必要。 

アウトカム指標： 

公的立看護師等養成所において、より充実した教育環境づ

くりを促進し、優秀な看護職員を養成 

事業の内容（当初計画） 看護師養成所の教育内容の充実を図るための専任教員経

費、部外講師謝金及び実習、事務職員経費等の運営費を補

助し、看護職員の養成を支援する。【公的立看護師養成所】 

対象校数：２校２課程 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

看護師養成所の運営（２校２課程） 

アウトプット指標（達成

値） 

看護師養成所の運営（２校２課程） 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：公的立看護師等養

成所において、より充実した教育環境づくりを促進し、優

秀な看護職員を養成 

（１）事業の有効性 

看護師養成所の教育内容の充実を図るための専任教員

経費、部外講師謝金及び実習、事務職員経費等の運営費

を補助し、看護職員の養成を支援することで、より充実

した教育環境の中で優秀な看護職員を養成することがで

き、県の看護水準の向上につながった。 

（２）事業の効率性 

学生の人数、研修の実施や派遣の有無等、各々の養成

所の運営状況に見合った補助をすることで効率的な実施

を図った。 

その他  
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事業の区分 4．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.37】看護師等養成所における教育内容

の向上を図るための体制整備事業 

（看護師等養成所運営補助事業（国立）） 

【総事業費】 

122,557千円 

事業の対象となる区域 県全体 

事業の実施主体 国立看護師等養成所（国立病院機構富山病院） 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

病院の看護職員の未充足への対応、また、今後、介護老人

施設などでの看護職員の需要の増加が見込まれることか

ら、看護職員の養成が必要。 

アウトカム指標： 

国立看護師等養成所において、より充実した教育環境づく

りを促進し、優秀な看護職員を養成 

事業の内容（当初計画） 看護師養成所の教育内容の充実を図るための専任教員経

費、部外講師謝金及び実習、事務職員経費等の運営費を補

助し、看護職員の養成を支援する。【国立看護師養成所】 

対象校数：１校１課程 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

看護師養成所の運営（１校１課程） 

アウトプット指標（達成

値） 

看護師養成所の運営（１校１課程） 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：国立看護師等養成

所において、より充実した教育環境づくりを促進し、優秀

な看護職員を養成 

（１）事業の有効性 

看護師養成所の教育内容の充実を図るための専任教員

経費、部外講師謝金及び実習、事務職員経費等の運営費

を補助し、看護職員の養成を支援することで、より充実

した教育環境の中で優秀な看護職員を養成することがで

き、県の看護水準の向上につながった。 

（２）事業の効率性 

学生の人数、研修の実施や派遣の有無等、各々の養成

所の運営状況に見合った補助をすることで効率的な実施

を図った。 

その他  
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事業の区分 4．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.38】医療機関と連携した看護職員確保

対策の推進事業 

（看護師等就業支援サテライト事業） 

【総事業費】 

2,394千円 

事業の対象となる区域 新川圏、高岡圏、砺波圏 

事業の実施主体 富山県（県看護協会に委託） 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

本県の看護職員数は毎年増加傾向にあるものの、看護職員

の職域は福祉施設や在宅看護へと領域が拡大しており、依

然として不足感があるため、引き続き再就業支援など看護

職員の確保に取り組む必要がある。 

アウトカム指標： 

就業アドバイザーによる相談件数 1,200件 

事業の内容（当初計画） 県内に一箇所しかない富山県ナースセンターの業務を各医

療圏（高岡・新川・砺波）にサテライト開設することで、

利用者にとってより身近な地域で相談等のサービスが受け

られるようにする。毎週１回、３医療圏に看護職員就業支

援専門員を派遣し、相談等に応じる。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

ナースセンターサテライトの設置：３箇所 

アウトプット指標（達成

値） 

ナースセンターサテライトの設置：３箇所 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：就業アドバイザー

による相談件数 

（１）事業の有効性 

ナースセンター機能を身近な地域で実施することによ

り、富山県内の看護師等が等しくサービスを受ける機会

を得られ、潜在看護師等の就業を促進したと考える。 

（２）事業の効率性 

富山県看護協会に委託することで効率的に実施した。 

その他  
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事業の区分 4．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.39】看護師等養成所の施設・設備整備

事業（富山市医師会看護専門学校施設整備

事業） 

（富山県高岡看護専門学校施設整備事業） 

【総事業費】 

0千円 

事業の対象となる区域 富山圏、高岡圏 

事業の実施主体 富山市医師会 

高岡市、高岡市医師会、厚生連高岡病院 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

病院の看護職員の未充足への対応、また、今後、介護老人

施設などでの看護職員の需要の増加が見込まれることか

ら、看護職員の養成が必要。 

アウトカム指標： 

看護師養成所の教育環境を改善し、資質の高い看護職員を

養成、卒業生の県内就業者割合を維持する。 

事業の内容（当初計画） 富山市医師会は、地域医療、在宅医療の充実のため、看

護師・准看護師の安定的な確保を目指し、看護職員の養成

に努めてきた。現在の看護師等養成所施設は、築 44年で耐

震化されていないことから、新たに養成所を建設し、継続

的な看護師確保を推進する。 

高岡市内の看護専門学校の老朽化に加えて、学生の確保

において競合してきたことから、３校を統合した富山県高

岡看護専門学校を設置し、医療介護分野での看護師の養成

を図る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

施設整備数：２施設 

アウトプット指標（達成

値） 

未実施 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：看護師養成所の教

育環境を改善し、資質の高い看護職員を養成、卒業生の県

内就業者割合を維持する。 

（１）事業の有効性 

 

（２）事業の効率性 

 

その他 平成 27年度は未実施（平成 28年度に繰越） 
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事業の区分 4．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.40】地域包括ケアの拠点となる病院・

薬局における薬剤師の確保支援 

（薬剤業務体験学習事業） 

【総事業費】 

1,000千円 

事業の対象となる区域 県全体 

事業の実施主体 富山県（富山県薬剤師会に委託） 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

近年、チーム医療や在宅医療での薬剤師の重要性が高まっ

てきていること等から、県内における薬剤師の確保に向け

た取組みが求められている。 

アウトカム指標：薬学部へ進学する生徒の増加 

事業の内容（当初計画） 中学生、高校生に対し、薬の専門家としての薬剤師への興

味と理解を深めることにより、医療の担い手として、また

「くすりの富山」を支える重要な職業としての薬剤師の人

材確保の裾野を広げることを目的に、薬局等において体験

学習を実施する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

薬剤業務体験学習事業実施：18回 

アウトプット指標（達成

値） 

薬剤業務体験学習事業実施：24回 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：薬学部へ進学する

生徒の増加 

（１）事業の有効性 

参加者へ実施したアンケートの結果、約９割の参加者

が「将来薬剤師になりたいと思う」と回答していること

から、体験学習を通して薬剤師への興味と理解が深まっ

たと考えられる。 

（２）事業の効率性 

（公社）富山県薬剤師会に事業を委託し、県内の多数

の薬局等が参加して体験学習の機会を提供することで効

率的な実施を図った。 

その他  
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事業の区分 4．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.41】地域包括ケアの拠点となる病院・

薬局における薬剤師の確保支援 

（未来の薬剤師発掘セミナー） 

【総事業費】 

600千円 

事業の対象となる区域 県全体 

事業の実施主体 富山県 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

近年、チーム医療や在宅医療での薬剤師の重要性が高まっ

てきていること等から、県内における薬剤師の確保に向け

た取組みが求められている。 

アウトカム指標：薬学部へ進学する生徒の増加 

事業の内容（当初計画） 中高生及びその保護者等を対象として、薬学部への進学に

ついて理解を深めるセミナーを開催する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

セミナー開催：１回 

アウトプット指標（達成

値） 

セミナー開催：１回 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：薬学部へ進学する

生徒の増加 

（１）事業の有効性 

参加した中高生に対して実施したアンケートの結果、

約９割を超える参加者が「将来薬剤師になりたいと思う」

と回答していることから、本事業を通して薬剤師への興

味と理解が深まったと考えられる。 

（２）事業の効率性 

薬学部への進学、大学における薬学教育、薬局薬剤師

及び病院薬剤師の業務、本県の医薬品産業について講演

を行うことで、参加者が、様々な関係者から薬剤師につ

いて具体的に説明を受けることができ、効率的な事業と

なった。 

その他  
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事業の区分 4．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.42】各医療機関の勤務環境改善や再就

業促進の取組への支援事業 

（病院内保育所運営費補助事業（民間）） 

【総事業費】 

64,265千円 

事業の対象となる区域 県全体 

事業の実施主体 病院内保育を運営する民間医療機関 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

医療提供体制を維持、向上させるため、看護職員等の離職

防止、勤務環境改善等がますます重要となっている。 

アウトカム指標： 

医療従事者の確保、離職防止及び再就職の促進、病院内保

育所の設置促進 

事業の内容（当初計画） 交代勤務のある民間医療機関の職員の乳幼児の保育を行

い、離職防止及び再就職の促進を図る。 

(1)病院内保育施設の運営 

(2)病児等保育の実施 

(3)24時間保育の実施 

(4)緊急一時保育の実施 

(5)児童保育の実施 

(6)休日保育の実施 

(2)～(6)については、実施内容により、県補助要網の要件

を満たす場合に加算する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

病院内保育所の設置数：29施設 

アウトプット指標（達成

値） 

病院内保育所の設置数：29施設 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：医療従事者の確保、

離職防止及び再就職の促進、病院内保育所の設置促進 

（１）事業の有効性 

病院内保育所の利用により、看護職員や女性医師が育

児をしながら働くことができる環境が整った。 

（２）事業の効率性 

病院内保育所の運営状況に見合った補助を行い、効率

的な実施を図った。 

その他  
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事業の区分 4．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.43】各医療機関の勤務環境改善や再就

業促進の取組への支援事業 

（病院内保育所運営費補助事業（公的）） 

【総事業費】 

114,186千円 

事業の対象となる区域 県全体 

事業の実施主体 病院内保育を運営する公的医療機関 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

医療提供体制を維持、向上させるため、看護職員等の離職

防止、勤務環境改善等がますます重要となっている。 

アウトカム指標： 

医療従事者の確保、離職防止及び再就職の促進、病院内保

育所の設置促進 

事業の内容（当初計画） 交代勤務のある公的医療機関の職員の乳幼児の保育を行

い、離職防止及び再就職の促進を図る。 

(1)病院内保育施設の運営 

(2)病児等児保育の実施 

(3)24時間保育の実施 

(4)緊急一時保育の実施 

(5)児童保育の実施 

(6)休日保育の実施 

(2)～(6)については、実施内容により、県補助要網の要件

を満たす場合に加算する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

病院内保育所の設置数：29施設 

アウトプット指標（達成

値） 

病院内保育所の設置数：29施設 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：医療従事者の確保、

離職防止及び再就職の促進、病院内保育所の設置促進 

（１）事業の有効性 

病院内保育所の利用により、看護職員や女性医師が育

児をしながら働くことができる環境が整った。 

（２）事業の効率性 

病院内保育所の運営状況に見合った補助を行い、効率

的な実施を図った。 

その他  
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事業の区分 4．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.44】休日・夜間の小児救急医療体制の

整備事業（小児救急医療支援事業） 

【総事業費】 

1,605千円 

事業の対象となる区域 新川圏 

事業の実施主体 黒部市民病院 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

新川医療圏において休日夜間の小児の２次救急医慮を担う

医療機関は黒部市民病院のみであるため、同病院の体制整

備を図る必要がある。 

アウトカム指標：小児の２次救急医療体制の整備 

事業の内容（当初計画） 小児の２次救急医療体制の充実を図るため、黒部市民病院

内の地域救命センターにおいて実施する小児救急医療支援

事業に対し補助するもの 

統合補助金基準額 １地区あたり ＠26,310円×診療日数 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

小児救急医療支援事業の実施日：61日 

アウトプット指標（達成

値） 

小児救急医療支援事業の実施日：61日 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：小児の２次救急医

療体制の整備 

→小児初期救急センター等の初期救急医療施設及び救急患

者の搬送機関との円滑な連携体制のもとに、休日及び夜間

における入院治療を必要とする小児の重症救急患者の医療

を確保した。 

（１）事業の有効性 

小児初期救急センター等の初期救急医療施設及び救急

患者の搬送機関との円滑な連携体制のもとに、休日及び

夜間における入院治療を必要とする小児の重症救急患者

の医療を確保した。 

（２）事業の効率性 

事業主体に事業費の 1/3 の負担を求め、効率的な実施

を図った。 

その他  
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事業の区分 4．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.45】電話による小児患者の相談体制の

整備事業（小児救急電話相談事業） 

【総事業費】 

6,483千円 

事業の対象となる区域 県全体 

事業の実施主体 富山県 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

子どもの急病に対して早期に治療してほしいと願う親の不

安を背景に、必ずしもすぐに受診する必要のない患者につ

いても救急病院で受診することが多く、救急病院の小児科

医の負担が増大している。 

アウトカム指標： 

小児の救急医療体制の補強と医療機関の機能分化 

事業の内容（当初計画） 小児患者向けの夜間等の電話相談体制を整備し、保護者等

の不安の解消を図り、もって地域の小児救急医療体制の補

強と医療機関の機能分化を推進するとともに、併せて全国

統一番号（♯８０００）をプッシュすることにより、富山

県の相談窓口に自動転送され、患者の症状に応じた適切な

医療が受けられるようにする。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

♯８０００の相談件数：年間 6,000件 

アウトプット指標（達成

値） 

♯８０００の相談件数：年間 6,110件 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：小児の救急医療体

制の補強と医療機関の機能分化 

→小児の軽症救急患者の救急病院の受診が抑制され、救急

病院の小児科医の負担軽減につながった。 

（１）事業の有効性 

保護者等の不安の解消をはかり、もって地域の小児救

急医療体制の補強と医療機関の機能分化を推進した 

（２）事業の効率性 

電話相談事業を行う民間事業者に委託して実施するこ

とにより、効率的な実施を図った。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.１（介護分）】 

地域包括ケア推進を目的とした協議会の設

置・運営事業 

【総事業費】 

1,438千円 

事業の対象となる区域 富山県全域 

事業の実施主体 ①富山県、②富山県社会福祉協議会 

事業の期間 平成 27年４月 1日～平成 28年３月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

①高齢者が住み慣れた自宅や地域で、安心して生活できる

体制の構築 

②多様な保健・福祉ニーズに対応できる人材の養成・確保 

アウトカム指標： 

①地域包括ケアシステムの構築の推進 

②介護サービスにおける介護職員数の増加 

事業の内容（当初計画） ①住民団体や事業者団体、職能団体、行政を構成員とし、

県内での地域包括ケアシステム構築に向けた取組みについ

て検討する「富山県地域包括ケアシステム推進会議」を設

置・運営する。 

②福祉・介護ニーズの増大や多様化・高度化に対応し、将

来にわたって福祉・介護ニーズに適確に対応できる人材を

安定的に確保するために、社会福祉施設経営者団体、職能

団体、養成機関、行政機関等で構成する「福祉人材確保対

策会議」を設置・運営する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

①開催回数１回（本会議１回） 

②開催回数４回（本会議２回、ワーキンググループ２回） 

アウトプット指標（達成

値） 

①開催回数１回（本会議１回） 

②開催回数４回（本会議２回、ワーキンググループ２回） 

事業の有効性・効率性 

 

（１）事業の有効性 

①住民団体や事業者団体など多様な関係者により地域包括

ケアの構築に向けて協議し、具体的な取組み事項を推進し

た。 

②福祉人材確保の現状を示し、各団体の取組み状況及び県

で実施する福祉人材確保対策事業についてそれぞれの立場

から意見を出し合ったことで、より実践的な事業実施につ

なげた。 

（２）事業の効率性 

①年度当初に本会議を開催して当年度の取組方針を早期に

決定し、すみやかに具体的取組みに着手したことで、事業
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効果が高まった。 

②年度内で時期をずらし、また、本会議後にＷＧを開催し

たことにより、福祉人材確保対策事業への各団体の意見を

効率的に具体化・反映できた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.２（介護分）】 

地域包括ケア普及啓発事業 

【総事業費】 

7,016千円 

事業の対象となる区域 富山県全域 

事業の実施主体 ①、②富山県 

③「介護の日 in とやま」実行委員会 

（構成団体：富山県老人福祉施設協議会他 12団体） 

④介護福祉士養成校 

事業の期間 平成 27年４月１日～平成 28年３月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

①、②高齢者が住み慣れた自宅や地域で、安心して生活で

きる体制の構築 

③、④多様な保健・福祉ニーズに対応できる人材の養成・

確保 

アウトカム指標： 

①高齢者を地域で支える活動の拡大 

②県民に担い手として参加してもらう気運の醸成 

③、④介護サービスにおける介護職員数の増加 

事業の内容（当初計画） ①地域包括ケア活動を実践する団体を募集・登録し、HP等

で登録団体を公表する。また、当該活動に積極的な団体を

顕彰する。 

②地域包括ケアについて県民の理解を深めるためのフォー

ラムを開催する。 

③「介護の日」キャンペーンイベントとして、介護に関係

する団体が連携して、福祉・介護の仕事の重要性や魅力を

広く一般県民に広めるためのイベントを開催する。 

④「福祉・介護フォーラム」として、地域住民等を対象に、

福祉・介護の仕事の意義や、やりがいを理解してもらうた

めのセミナーを開催する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

①登録団体：100、顕彰団体：２ 

②年１回開催、参加者約 400名 

③参加者約 500名 

④参加者約 300名 

アウトプット指標（達成

値） 

①登録団体：413、顕彰団体：８ 

②年１回開催、参加者約 400名 

③※締切の会場ではなく、開放された場所で実施したため

参加者数不明 

④参加者 221名 
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事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

①、②民間企業、協同組合、社会福祉法人などで新たな生

活支援サービスが始まるなど、高齢者等の生活を支える担

い手となる意識が県民に広がりつつある。 

③、④福祉・介護の仕事の重要性や魅力を広く一般県民に

周知するイベントを開催することで、多くの方に介護職へ

の興味・関心を持ってもらうことができた。 

（２）事業の効率性 

①、②県民の参加意識が高まるよう、住民団体や事業者団

体等の多様な関係者からなる地域包括ケアシステム推進会

議委員を通じて呼び掛けを行った。 

③、④実際に介護の職に就いている方や介護職を目指して

いる学生がスムーズに参加できるよう、事業の実施主体を

介護関係団体、介護福祉士養成校とした。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.３（介護分）】 

介護人材参入促進事業 

【総事業費】 

2,687千円 

事業の対象となる区域 富山県全域 

事業の実施主体 ①介護福祉士養成校 

②出前講座・担当者会議：介護福祉士養成校 

バスツアー：介護福祉士養成校協会、富山県社会福祉協議会 

③富山県ホームヘルパー協議会 

事業の期間 平成 27年４月１日～平成 28年３月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

多様な保健・福祉ニーズに対応できる人材の養成・確保 

アウトカム指標：介護サービスにおける介護職員数の増加 

事業の内容（当初計画） ①介護福祉士養成校の教員が中学校を訪問し、介護の仕事

の魅力・やりがいについて講座を行うことで、福祉・介護

に対する興味・関心を高める。 

②進路決定を間近に控えた高校生を対象として、福祉の仕

事の魅力を深く理解してもらうための取組みとして、高校

生への出前講座、高校生等の福祉の魅力体験バスツアー、

介護福祉士養成校と高等学校との担当者会議などを実施す

る。 

③現任のホームヘルパーが介護員養成研修機関等を訪問

し、介護職員初任者研修受講者等を対象に、ホームヘルパ

ーの仕事の魅力・やりがいについて出前講座等を実施する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

①開催回数 10回、参加者 200名 

②出前講座  開催回数 15回、参加者 300名 

 バスツアー 開催回数４回、参加者 160名 

 担当者会議 開催回数１回、参加者 50名 

③開催回数：５回程度、参加者約 100名 

アウトプット指標（達成

値） 

①開催回数 19回、参加者 908名 

②出前講座  開催回数 12回、参加者 369名 

 バスツアー 開催回数４回、参加者 123名 

 担当者会議 開催回数１回、参加者 17名 

③開催回数４回、参加者 104名 
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事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

講義や福祉の現場を見学するバスツアーや、介護福祉士

養成校・高等学校の進路指導担当者との会議の実施により、

中高生等に福祉の仕事の魅力の理解を促し、将来の進路決

定の選択肢の一つとして興味・関心を引くことができたと

考える。 

 また、介護員養成研修機関の受講生を対象に現任のホー

ムヘルパーによる出前講座を行ったことで、ホームヘルパ

ーの業務に対する理解が高まり、施設等だけでなく訪問介

護事業所も就職先の一つとして関心を引くことができたと

考える。 

（２）事業の効率性 

介護福祉士養成校協会及び社会福祉協議会を実施主体と

したことにより、講師の確保や見学先との調整を効率的に

行うことができた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.４（介護分）】 

がんばる介護職員応援事業 

【総事業費】 

11,999千円 

事業の対象となる区域 富山県全域 

事業の実施主体 富山県社会福祉協議会 

事業の期間 平成 27年４月１日～平成 28年３月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

多様な保健・福祉ニーズに対応できる人材の養成・確保 

アウトカム指標：介護サービスにおける介護職員数の増加 

事業の内容（当初計画） 介護の現場でがんばっている職員を表彰し、そのがんばり

を県民に広く紹介することにより、職員のモチベーション

向上及び県民全体で介護職員を応援する機運の醸成を図

る。また、がんばる職員の姿を取り上げたイメージアップ

ＣＭの制作や、がんばる職員が高校生等に対して直接魅力

をＰＲすることにより、介護のイメージアップを図る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

職員の表彰：50 名、表彰された職員の紹介：県内主要新聞

３紙に掲載・紹介パンフ（1000 部）の作成、配布・テレビ

ＣＭの放映（県内民放３局、15秒×100本）、普及啓発活動：

30回 

アウトプット指標（達成

値） 

職員の表彰：26 名、表彰された職員の紹介：県内主要新聞

３紙に掲載・紹介パンフ（10,000 部）の作成、県内全高校

１年生への配布・テレビＣＭの放映（県内民放３局、15 秒

×165 本）、普及啓発活動：高校生との交流、他分野からの

転職者への助言、合同入職式でのメッセージ、同交流会で

の相談対応等の実施 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

中堅職員を表彰することで当該職員を含めた職員のモチ

ベーション向上によって離職防止・職場定着を図るほか、

ＣＭ等のＰＲにより一般県民への介護職へのイメージアッ

プを図ることで、介護人材の掘り起こし・確保につなげる

ことができたと考える。 

（２）事業の効率性 

 社会福祉協議会を実施主体としたことで、各施設との連

絡調整がスムーズに進み、また、職員の推薦からＣＭ撮影、

ＰＲ冊子用取材等を効率的に実施することができた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.５（介護分）】 

小学生親子夏休み福祉の仕事バスツアー 

【総事業費】 

999千円 

事業の対象となる区域 富山県全域 

事業の実施主体 富山県社会福祉協議会 

事業の期間 平成 27年７月～平成 27年８月（夏休み期間） 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

多様な保健・福祉ニーズに対応できる人材の養成・確保 

アウトカム指標：介護サービスにおける介護職員数の増加 

事業の内容（当初計画） 小学生親子を対象とした「夏休み福祉の仕事バスツアー」

を開催し、小学生とその保護者が地域の福祉施設とその利

用者を身近な存在としてとらえてもらうとともに、介護の

仕事を見学・体験することで、そのやりがいや魅力など介

護の仕事について理解を深めてもらう。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

実施回数：４回 

参加者数：45組 90名 

アウトプット指標（達成

値） 

実施回数：３回 

参加者数：29組 59名 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

介護施設の見学、介護体験等を通じて、そのやりがいや

魅力等介護の仕事について理解を深めてもらったことで、

将来の福祉分野における人材の増加・確保に繋がるものと

考える。 

（２）事業の効率性 

開催地を県の東部と西部に分けて、参加者の住まいに近

い場所を選択できるようにしたことで、参加が促進された

と考える。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.６（介護分）】 

福祉・介護人材マッチング支援事業 

【総事業費】 

8,996千円 

事業の対象となる区域 富山県全域 

事業の実施主体 富山県社会福祉協議会 

事業の期間 平成 27年４月１日～平成 28年３月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

多様な保健・福祉ニーズに対応できる人材の養成・確保 

アウトカム指標：介護サービスにおける介護職員数の増加 

事業の内容（当初計画） 求人事業所と求職者が一堂に会する職場説明会の開催や、

キャリア支援専門員による求職者の相談窓口の設置（県内

ハローワークに設置）により、福祉・介護人材の就業を支

援する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

職場説明会：開催回数５回、参加者数 400名、採用者数 100

名 

相談窓口の設置：キャリア支援専門員２名配置、ハローワ

ーク相談回数 300回 

アウトプット指標（達成

値） 

職場説明会：開催回数５回、参加者数 458 名、採用者数 95

名 

相談窓口の設置：キャリア支援専門員２名配置、ハローワ

ーク相談回数 255回 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

福祉職場説明会に参加した法人に対して後日調査したと

ころ、95名の方が採用され、介護人材の就業を支援できた。 

（２）事業の効率性 

福祉職場説明会で求人事業所と求職者が一堂に会するこ

とで、事業所は多数の介護に興味のある方にＰＲすること

ができ、求職者は自分にあった事業所から説明を聞くこと

ができるなど、マッチングの効率化が図られた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.７（介護分）】 

介護職員資質向上研修 

【総事業費】 

12,130千円 

事業の対象となる区域 富山県全域 

事業の実施主体 ①介護福祉士養成校 ②富山県  ③県社会福祉協議会 

④富山県（富山福祉短期大学委託） 

事業の期間 平成 27年４月１日～平成 28年３月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護ニーズの増大や多様化・高度化に対応するため、介護

職員を対象に業務上必要な知識・技術を習得するための研

修の実施 

アウトカム指標：介護サービスにおける介護職員数の確保 

事業の内容（当初計画） 介護職員を対象とした、業務上必要な知識・技術を習得す

るための研修を実施する。 

①介護サービスの専門的な知識・技術の向上を図るための

研修 

②障害を持つ要介護者への障害者の特性に配慮した適切な

介護サービスを提供するための必要な知識及び技術を習

得するための研修 

③腰痛予防のための知識および技術を習得するための研修 

 ・腰痛予防研修会 

 ・腰痛予防指導者育成研修 

 ・腰痛予防対策取り組み事例報告会 

 ・腰痛予防対策モデル施設の育成 

④たんの吸引等の実施のための研修 

 ・看護師等を対象にした喀痰吸引等指導者養成研修 

・介護職員を対象とした、たんの吸引等の実施のための 

研修 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

①実施回数２回、参加人数 80名 

②研修受講人員 導入：240名、基礎：40名、養成：50名 

③研修参加者数延べ 150名、モデル施設２施設新規指定（累

計６施設） 

④喀痰吸引等の行為を実施できる介護職員 90名の養成 

アウトプット指標（達成

値） 

①実施回数２回、参加人数 71名 

②研修受講人員 導入：37名、基礎：34名、養成：15名 

③研修参加者数延べ 192名、モデル施設２施設新規指定（累

計６施設） 

④喀痰吸引等の行為を実施できる介護職員 90名の養成 
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事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

高齢化の進展や介護サービス基盤等の充実に伴い、今後、

介護サービス従事者のニーズはますます増加することが見

込まれることから、現任の介護職員を対象とした各種研修

の実施により、資質向上を図ることができた。 

（２）事業の効率性 

研修の実施にあたり、専門知識及び指導ノウハウを有す

る関係機関（社会福祉協議会、教育機関等）と連携を密に

しながら事業を進めた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.８（介護分）】 

介護支援専門員資質向上研修 

【総事業費】 

2,459千円 

事業の対象となる区域 富山県全域 

事業の実施主体 富山県（一般社団法人 富山県介護支援専門員協会へ委託） 

事業の期間 平成 27年４月１日～平成 28年３月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護支援専門員及び主任介護支援専門員の専門職としての

能力の維持・向上 

アウトカム指標：介護支援専門員及び主任介護支援専門員

数の増加・確保 

事業の内容（当初計画） 介護保険法施行規則等に基づき、下記研修を実施する。 

①実務従事者基礎研修 

②専門研修課程Ⅱ 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

①実務従事者基礎研修 

開催回数２回（施設・居宅各１回）、修了予定者 180名 

②専門研修課程Ⅱ 

開催回数４回（施設・居宅各１回）、修了予定者 150名 

アウトプット指標（達成

値） 

①実務従事者基礎研修 

開催回数２回（施設・居宅各１回）、修了者 131名 

②専門研修課程Ⅱ 

開催回数４回（施設・居宅各１回）、修了者 91名 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

受講者の経験に応じた体系的な研修を実施することによ

り、主任介護支援専門員及び介護支援専門員の資質の向上

及び確保を図ることができた。 

（２）事業の効率性 

研修を県全域を対象にして１箇所で開催していることに

より、研修内容に地域差が生じることなく実施できた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.９（介護分）】 

新任介護職員ネットワーク形成支援事業 

【総事業費】 

2,999千円 

事業の対象となる区域 富山県全域 

事業の実施主体 富山県社会福祉協議会 

事業の期間 平成 27年４月１日～平成 28年３月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

多様な保健・福祉ニーズに対応できる人材の養成・確保 

アウトカム指標：介護サービスにおける介護職員数の確保 

事業の内容（当初計画） 離職率が高い就業後１～３年未満の新任介護職員向けに他

事業所職員とのつながり作りを支援することで、新任職員

の早期離職防止・職場定着を図る。 

①合同入職式の開催･･･県内で新たに介護職に就いた職員

が一堂に会する入職式を開催することで、新任職員のモチ

ベーション向上及び他事業所職員とのネットワークづくり

を促進する。 

②フォローアップ研修の開催・・・介護の仕事に伴う身体

的・精神的不安を払拭する研修及び基本的な介護技術の習

得を目指す研修を実施することで、新任職員の早期離職防

止を図る。また、合同入職式で出会った社外同期と再会す

ることで、ネットワークをより強固にする。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

合同入職式（１回）、100名 

フォローアップ研修（８回）、延べ 320名 

アウトプット指標（達成

値） 

合同入職式（１回）、104名 

フォローアップ研修（８回）、延べ 179名 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

離職率が高い就業後１～３年未満の介護職員向けに他事

業所職員とのつながり作りを支援することで、新任職員の

早期離職防止・職場定着を図り、介護人材の確保につなげ

ることができた。 

（２）事業の効率性 

 社会福祉協議会が実施したことにより、就業後１～３年

未満の介護職員への参加依頼及び入職式へのがんばる介護

職員（昨年度表彰優秀中堅職員）への参加依頼・各種調整

が効率的に行えた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.10（介護分）】 

介護キャリア段位普及促進に係るアセッサ

ー講習受講支援事業 

【総事業費】 

1,100千円 

事業の対象となる区域 富山県全域 

事業の実施主体 富山県（一般社団法人 富山県介護福祉士会） 

事業の期間 平成 27年 4月 1日～平成 28年 3月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護職員の現場でのキャリアアップを認定する仕組みの構

築 

アウトカム指標：介護サービスにおける介護職員数の確保 

事業の内容（当初計画） 県内の介護施設・事業所に所属する職員に、アセッサー講

習受講料の一部を補助する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

アセッサー講習修了者数 70人 

アウトプット指標（達成

値） 

アセッサー講習修了者数 85人 

 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

アセッサー講習により、各施設・事業所の職業能力評価

の基準を共通化する介護キャリア段位制度の普及を促進

し、それにより人材育成を推進した。 

（２）事業の効率性 

研修の一部をパソコン・インターネットを利用したｅラ

ーニングとすることで、時間や場所を選ばず学習が可能と

なり、研修の効率化が図られた。 

その他  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

修正中 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.11（介護分）】 

現任介護職員等研修支援臨時事業 

【総事業費】 

5,646千円 

事業の対象となる区域 富山県全域 

事業の実施主体 県（福祉事業者に委託） 

事業の期間 平成 27年４月１日～平成 28年３月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

多様な保健・福祉ニーズに対応できる人材の養成・確保 

アウトカム指標：介護サービスにおける介護職員数の確保 

事業の内容（当初計画） 現任介護職員の資質向上を図るための研修への参加を促す

ために、以下に掲げる研修の受講中の代替職員を確保する

ための経費を支援する。 

①国、県、市町村又は事業者団体等が実施する介護従事者

向けの研修 

②県福祉カレッジが実施する介護従事者向けの研修 

③その他介護職員等の資質向上に有益であると県が判断す

る研修 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

現任職員研修参加日数計 1,000日 

アウトプット指標（達成

値） 

現任職員研修参加日数計 515日 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

現任介護職員の資質向上を図るための研修参加を促すこ

とで、介護職員の離職防止・職場定着を図り、介護職員数

の確保につなげることができたと考える。 

（２）事業の効率性 

 受託申込み後に人材募集を実施し、人材確保の見込みが

立った時点で委託契約という段階を経ることで、予算額を

効率的に配分することができた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.12（介護分）】 

潜在的介護従事者等支援研修事業 

【総事業費】 

4,077千円 

事業の対象となる区域 富山県全域 

事業の実施主体 介護労働安定センター富山支所 

事業の期間 平成 27年４月１日～平成 28年３月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

多様な保健・福祉ニーズに対応できる人材の養成・確保 

アウトカム指標：介護サービスにおける介護職員数の増加 

事業の内容（当初計画） 潜在的有資格者に即戦力として介護現場へ復帰してもらう

ため、最新の介護技術や知識を習得できる研修を実施し、

福祉職場への再就業を支援する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

研修日数：７日間（２回実施） 

参加者数：60名 

アウトプット指標（達成

値） 

研修日数：９日間（２回実施） 

参加者数：44名 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

最新の介護技術や知識を習得するための研修を実施し、

介護の仕事に従事していない介護福祉士等の有資格者に即

戦力としての現場への復帰の足がかりとしてもらった。 

（２）事業の効率性 

 開催日を分散し、知識の詰め込みにならず、参加者の理

解を効率的に深めるように、また、介護の職から離れて他

業種に就いている方に参加しやすいようにした。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.13（介護分）】 

福祉職場再就業促進事業 

【総事業費】 

2,504千円 

事業の対象となる区域 富山県全域 

事業の実施主体 富山県（福祉事業者へ委託） 

事業の期間 平成 27年４月１日～平成 28年３月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

多様な保健・福祉ニーズに対応できる人材の養成・確保 

アウトカム指標：介護サービスにおける介護職員数の増加 

事業の内容（当初計画） 潜在的有資格者や他職種からの転職者を福祉事業所で短期

間（１～３ヶ月程度）雇用し、実務経験を積ませることで、

福祉職場での円滑な再就職を支援する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

雇用者数 10名 

アウトプット指標（達成

値） 

雇用者数４名 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

事業終了後、雇用者４名とも各福祉職場で就業しており、

福祉職場での介護人材の円滑な再就職につなげることがで

きた。 

（２）事業の効率性 

ハローワークを通して求人を行うことで、幅広く周知で

きた。また、受入体制が整っているサービス事業者・施設

を受入先として指定しており、被雇用者の実務経験が充実

するようにした。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.14（介護分）】 

認知症高齢者対策総合研修事業 

【総事業費】 

5,694千円 

事業の対象となる区域 富山県全域 

事業の実施主体 富山県 

①一般社団法人富山県介護福祉士会へ委託 

②認知症介護研究・研修大府センターへ委託 

③富山県小規模多機能型居宅介護事業者連絡協議会へ委託 

④、⑥、⑦富山県医師会へ委託 

⑤、⑧国立長寿研修センターへ委託 

⑨認知症介護研究・研修東京センターへ委託 

事業の期間 平成 27年４月１日～平成 28年３月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

医療・介護・福祉・行政等において、認知症に対応できる

人材の養成・確保 

アウトカム指標：介護サービス等における認知症対応職員

数の増加・確保 

事業の内容（当初計画） ①認知症対応型サービス事業所の開設者及び管理者を対象

とした研修 

②認知症介護指導者研修修了者に対するフォローアップ研修  

③小規模多機能型居宅介護事業所等の計画作成担当者を対

象とした研修 

④かかりつけ医認知症対応力向上研修 

⑤サポート医養成研修 

⑥サポート医フォローアップ研修 

⑦病院勤務の医療従事者向け認知症対応力向上研修 

⑧認知症初期集中支援チーム員研修 

⑨認知症地域支援推進員研修 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

①研修修了者数 開設者研修修了者 20名 

         管理者研修修了者 60名 

②研修修修了者数１名 

③計画作成担当者研修修了者数 30名 

④かかりつけ医認知症対応力向上研修受講者 50名 

⑤サポート医養成研修５名 

⑥サポート医フォローアップ研修 70名 

⑦病院勤務の医療従事者向け認知症対応力向上研修 250名 

⑧認知症初期集中支援チーム員研修 18名 

⑨認知症地域支援推進員研修 25名 
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アウトプット指標（達成

値） 

①研修修了者数 開設者研修修了者 15名 

        管理者研修修了者 69名 

②研修修了者数１名 

③計画作成担当者研修修了者数 22名 

④かかりつけ医認知症対応力向上研修受講者 19名 

⑤サポート医養成研修 13名 

⑥サポート医フォローアップ研修 12名 

⑦病院勤務の医療従事者向け認知症対応力向上研修 162名 

⑧認知症初期集中支援チーム員研修 18名 

⑨認知症地域支援推進員研修 25名 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

①～③介護の質の向上や維持につなげることができた。 

④、⑦認知症対応が可能な、かかりつけ医及び病院勤務の

医師・看護師等が増加した。 

⑤、⑥県内の認知症サポート医受講者数が大幅に増加した｡ 

⑧、⑨認知症初期集中支援チームや認知症地域支援推進員

の設置が進んだ（H30まで全市町村に設置）。 

（２）事業の効率性 

①～③国や県で一括して実施して、保険者単位等で実施す

るよりも研修の質の均一化やコストの削減を図った。 

④、⑦ 県東部・西部の２か所で実施することで、研修受講

者が増えるよう努めた。 

⑤、⑥認知症サポート医が不足する地域の医師を優先的に

研修受講が可能となるよう努めた。 

⑧、⑨事業効果が早期に現れるようにするため、市町村の

バランスを考慮して研修に派遣するよう努めた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.15（介護分）】 

訪問介護事業所等を対象とした訪問介護 

看護研修事業 

【総事業費】 

465千円 

事業の対象となる区域 富山県全域 

事業の実施主体 富山県（富山県ホームヘルパー協議会委託） 

事業の期間 平成 27年４月１日～平成 28年３月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

県内の介護サービスの質の向上や介護人材の確保 

アウトカム指標：介護サービスにおける介護職員数の確保 

事業の内容（当初計画） ・県内の訪問介護事業所等を対象に、県内先行例等による

定期巡回随時対応型訪問介護看護に関する研修会の開催 

・県内の訪問介護事業所のホームヘルパーを対象に、訪問

介護と訪問看護との連携等に関する研修会の開催 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・県内先行例等による定期巡回随時対応型訪問介護看護に

関する研修会：研修２回、受講者数 100名程度 

・訪問介護と訪問看護との連携等に関する研修会：研修４

圏域（５箇所）、受講者数 160名程度 

アウトプット指標（達成

値） 

・県内先行例等による定期巡回随時対応型訪問介護看護に

関する研修会：研修１回、受講者数 41名 

・訪問介護と訪問看護との連携等に関する研修会：研修４

圏域（５箇所）、受講者数 80名 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

医療的な知識の習得や訪問看護との連携のとり方等を習

得するホームヘルパー対象の研修会を開催することで、医

療ニーズを併せ持った中重度の要介護者への円滑なサービ

ス提供を推進することができた。 

（２）事業の効率性 

訪問介護と訪問看護との連携等に関する研修会につい

て、現任のホームヘルパーが広く参加できるよう、県内４

圏域で開催した。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.16（介護分）】 

福祉用具プランナー養成研修 

【総事業費】 

1,230千円 

事業の対象となる区域 富山県全域 

事業の実施主体 富山県社会福祉協議会 

事業の期間 平成 27年４月１日～平成 28年３月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

多様な保健・福祉ニーズに対応できる人材の養成・確保 

アウトカム指標：介護サービスにおける介護職員数の確保 

事業の内容（当初計画） 高齢者等が福祉用具を有効に活用し、在宅で自立した生活

を送ることができるよう、福祉用具に関する情報提供を行

うとともに、その身体機能等に応じて、最も適した福祉用

具をコーディネートできる専門職の養成を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

受講者 60名 

アウトプット指標（達成

値） 

受講者 57名 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

福祉用具の取り扱いに関する知識や個々の福祉用具の利

用方法などの専門知識を有する人材を育成することで、介

護職員の質の向上、介護人材の確保につなげることができ

たと考える。 

（２）事業の効率性 

 研修の一部をパソコン・インターネットを利用した自宅

学習とすることで、現任職員でも効率的に研修を受講する

ことができた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.17（介護分）】 

地域包括ケアシステム人材育成事業 

【総事業費】 

1,669千円 

事業の対象となる区域 富山県全域 

事業の実施主体 富山県 

事業の期間 平成 27年４月 1日～平成 28年３月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域包括ケアシステム構築を担う人材の確保及び質の向上 

アウトカム指標：新総合事業及び包括的支援事業（社会保

障充実分）実施市町村の増 

事業の内容（当初計画） ①地域包括ケアシステムの構築を担う人材が地域包括ケア

システム構築のために必要な知識を習得するための研修会

の開催 

②生活支援コーディネーター養成研修会の開催と研修会講

師の養成 

③生活支援サービスの整備に関するモデル事業の実施 

④市町村や地域包括支援センター等への広域支援員・専門

職の派遣による支援・指導の実施 

⑤地域包括支援センター職員の資質向上に向けた研修の実

施等 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

①研修会：開催６回、参加人数延べ 350名 

②研修会：開催２回、中央研修受講者３名 

③モデル事業：介護予防・生活支援各４自治体で事業実施 

④広域支援員の派遣：１回、専門職の派遣 15回 

⑤研修会：開催２回、参加人数延べ 80名 

アウトプット指標（達成

値） 

①研修会：開催６回、参加人数延べ 396名 

②研修会：開催２回、中央研修受講者４名 

③モデル事業：５市町村で事業実施 

④専門職の派遣：４回 

⑤研修会：開催１回、参加人数延べ 62名 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

地域包括ケアシステム構築に係るセミナー等の開催によ

り、県内市町村における、総合事業、在宅医療・介護連携

推進事業、生活支援体制整備事業、認知症総合支援事業な

どの地域支援事業の取組が進んだ。 

 また、地域包括支援センターにおいては、研修及びアド

バイザー派遣を通じて、地域ケア会議に関する実践的な手

法を身につけた。 
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（２）事業の効率性 

 総合事業及び生活支援体制整備事業の両内容を同日のセ

ミナーで実施することで、事業間の連携の強化に努めた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.18（介護分）】 

市民後見推進事業 

【総事業費】 

2,755千円 

事業の対象となる区域 富山県全域 

事業の実施主体 市町村（市町村社会福祉協議会、NPO法人等に委託） 

事業の期間 平成 27年４月１日～平成 28年３月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者の尊厳ある暮らしの実現 

アウトカム指標：市民後見人の増 

事業の内容（当初計画） ①市民後見人養成のための研修の実施 

②市民後見人の活動を安定的に実施するための組織体制の

構築 

③市民後見人の適正な活動のための支援 

④その他、市民後見人の活動の推進に関する事業 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

２市町村で開催 

アウトプット指標（達成

値） 

２市町村で開催（受講者数 41名） 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

 地域に暮らす住民に対して、市民後見人制度に関する理

解を深めてもらうことで、市民後見人として活動しやすい

環境の整備を図った。 

（２）事業の効率性 

複数の市町村で市民後見人の養成に関する研修会等を実

施することで、市民後見人の地域での活動がより広がり、

活性化するよう努めた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.19（介護分）】 

リハビリテーション専門職による介護予防

機能強化事業 

【総事業費】 

462千円 

事業の対象となる区域 富山県全域 

事業の実施主体 富山県 

事業の期間 平成 27年４月１日～平成 28年３月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護予防に対応できるリハ専門職の確保 

アウトカム指標：リハ専門職（PT,OT,ST）を活用した地域

リハビリテーション活動支援のルール策定 

事業の内容（当初計画） リハビリテーション専門職能団体（理学療法士会、作業療

法士会、言語聴覚士会）の協力を得て、リハ専門職を活用

した介護予防の推進に必要なルールを策定し、市町村にお

ける介護予防の取組みを強化する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

リハ専門職を活用した地域リハビリテーション活動支援ガ

イドブックの作成 4,000部 

アウトプット指標（達成

値） 

リハ専門職を活用した地域リハビリテーション活動支援ガ

イドブックの作成 4,000部 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

介護予防事業に対するリハ専門職の関与方法、派遣の手

段等を明確化したことにより、市町村における介護予防の

取組みの強化が図られた。 

（２）事業の効率性 

作成したガイドブックを、市町村を通じて配布したほか、

HP に掲載し、リハ専門職を活用した介護予防事業に対する

取組みが広く波及するよう努めた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.20（介護分）】 

介護職員が働きやすい職場づくり支援事業 

【総事業費】 

4,461千円 

事業の対象となる区域 富山県全域 

事業の実施主体 ①富山県（富山県社会保険労務士会委託） 

②介護労働安定センター富山支所 

事業の期間 平成 27年４月１日～平成 28年３月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

県内の介護サービスの質の向上や介護人材の確保 

アウトカム指標：介護サービスにおける介護職員数の確保 

事業の内容（当初計画） ①キャリアパス作成支援を希望する県内法人を対象に、専

門家（社会保険労務士）を派遣し、キャリアパス構築を支

援するとともに、キャリアパス導入リーフレットを作成し、

キャリアパス制度の普及啓発及び専門家派遣の利用促進を

図る。 

②福祉事業所の経営者や人事担当者を対象に、職員が離職

せずに働き続けられる職場づくりを目的としたセミナーを

開催し、経営者等の意識改革と現任職員の職場定着の促進

を図る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

①キャリアパス構築法人数 30法人 

②開催回数５回、参加者 250名 

アウトプット指標（達成

値） 

①キャリアパス構築法人数 29法人 

②開催回数４回、参加者 241名 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

介護従事者の確保、労働環境・処遇の改善には、経営者

の理解・取組みが不可欠であることから、キャリアパスの

整備支援や経営者向けセミナーの開催を通じ、職員が働き

やすい職場づくりを促進することができた。 

（２）事業の効率性 

 キャリアパスの作成を希望する法人を募集するにあた

り、関心の低い事業者に対し、先行事業所の導入事例をま

とめたリーフレットを配布し、キャリアパス構築の重要性、

必要性の理解促進を図るとともに、応募数の確保を図った。 

その他  

 

 


